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  証券コード : ９６９８
  平 成 2 3 年 6 月 1日

株 主 各 位  

 東京都港区高輪三丁目19番22号
 

 代表取締役社長 大矢俊樹

第38回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　このたびの東日本大震災被災地の皆様には、心よりお見舞い申しあ
げますとともに、一日も早い復興をお祈りいたします。　
　さて、当社第38回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成23年６月15日（水曜日）
午後５時30分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。
　

敬　具
記

１．日 時 平成23年６月16日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区高輪三丁目19番22号

当社地下第１会議室
（会場を昨年定時株主総会会場から上記会場に変更して
　おります。末尾の会場ご案内図をご参照のうえ、
　お間違えのないようご注意お願い申しあげます。）

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第38期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）　

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第38期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）　
計算書類報告の件

　 決 議 事 項 　
　　　第１号議案　剰余金の処分の件
　　　第２号議案　取締役５名選任の件　

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://
www.creo.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、景気の低迷から持ち直しに向けた

動きがみられ、足踏み状態を脱しつつありましたが、東日本大震災の影響に

より、持ち直しの動きが弱くなるなど依然として厳しい状況で推移しました。

こうした影響を受けて、当業界におきましても、企業の設備投資の先送りや

凍結など厳しい経営環境にあります。

　このような状況の中、当社グループの主力事業であるソフトウェア開発受

託事業をはじめとし、各事業においても景気低迷の影響を受け受注が回復せ

ず、売上は微減となりました。社内においては、全グループを挙げて生産性

の向上、原価低減、経費削減に引き続き努めました。

　以上の結果、売上高94億97百万円（前期比0.2％減）、営業利益29百万円

（前期比53.4％減）、経常利益42百万円（前期比47.9％減）となりました。

また、キャリア転換優遇支援制度の実施、資産除去債務費用の計上、会社分

割による移転費用などの特別損失の計上により、当期純損失は３億39百万円

（前期は当期純利益86百万円）となりました。

　セグメントの状況は以下のとおりです。

　システム開発事業については、厳しい市場環境が続き大型案件の減少や顧

客の内製化などがありましたが、顧客向け単発案件から新たにシステムライ

フサイクル全般を受注するサービスへと転換を目指した結果、前期に比べ売

上が増加しました。また、利益面に関しては期中に発生したトラブルプロジ

ェクトの影響により前期に比べ減少しております。その結果、売上高は34億

84百万円（前期比11.5％増）、営業利益３億11百万円（前期比12.3％減）と

なりました。

　ＺｅｅＭ事業については、「人事給与」・「会計」システムに関しては受

注前倒し、商談成約率向上を目指しましたが、景気低迷の影響もあり厳しい
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状況が続きました。また、「人材開発」「就業管理」システムやデータセン

タやSIer向けの統合運用管理サービスである「ＺｅｅＭサービスデスク」に

関しては商談数・受注数は増加しておりますが、売上・利益への貢献はまだ

弱く、前期に比べ減収減益となりました。その結果、売上高は22億64百万円

（前期比13.3％減）、営業利益41百万円（前期比41.7％減）となりました。

　コンシューマ事業については、主力製品である毛筆ソフト「筆まめ」、電

子地図ソフト「プロアトラス」、DTPソフト「パーソナル編集長」を順調に出

荷した結果、３製品共に販売シェアトップ(BCN調べ)を獲得し、市場が縮小す

る厳しい景況の中でも売上は微減、利益は増加となりました。その結果、売

上高14億９百万円（前期比3.6％減）、営業利益２億85百万円（前期比7.4％

増）となりました。

　モバイル事業については、ソーシャルネット分野やスマートフォン活用分

野に新たに取組み商談数が増加しましたが、主力分野である総合ウェブサイ

ト構築の受注状況が改善せず、売上は減収となりました。また、利益面に関

しては、徹底した業務効率改善の結果、損失額は縮小しております。その結

果、売上高１億99百万円（前期比18.8％減）、営業損失32百万円（前期は営

業損失66百万円）となりました。

　サポート＆サービス事業については、品質の向上による競合他社との差別

化に取り組んだ結果、既存事業などが拡大し、売上は増加となりました。利

益面に関しては景況感悪化に伴う顧客の単価引下げなどの影響を受け、減益

となりました。その結果、売上高21億39百万円（前期比3.3％増）、営業利益

55百万円（前期比41.2％減）となりました。　
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［クレオグループの売上高内訳］

事業別名称
第38期(当期) 第37期

増減額 増減率
平成22年度 平成21年度

 百万円 百万円 百万円 ％

システム開発事業 3,484 3,125 359 11.5

ＺｅｅＭ事業 2,264 2,611 △346 △13.3

コンシューマ事業 1,409 1,462 △52 △3.6

モバイル事業 199 245 △46 △18.8

サポート＆サービス事業 2,139 2,069 69 3.3

その他の事業 － 3 △3 -

合計 9,497 9,518 △20 △0.2

　
②　設備投資の状況
　当期の設備投資総額は３億47百万円であり、その主なものは市場販売目
的の製品マスター２億11百万円であります。
　

③　資金調達の状況
　記載すべき事項はありません。
　

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　当社は、平成22年12月17日開催の取締役会にて、平成23年４月１日を効

力発生日として、ガバナンス及び株式関係に関する事業を除くすべての事

業を４つの事業会社（新設分割設立会社３社、吸収分割承継会社１社）に

移管する決議を行い、平成23年２月17日の臨時株主総会にて新設分割なら

びに吸収分割に関する承認を頂きました。これによりその他の既存子会社

１社を含む持株会社へ移行することとなりました。

　新設分割に関しては、ＺｅｅＭ事業のトヨタビジネス推進室、プロダク

ト事業部、マーケティング統括部、関西システム事業の関西システム事業

部及び管理本部（ガバナンス及び株式関係に関する事業を除く。）を新設

分割により設立される株式会社クレオマーケティングに、システム開発事

業のシステム開発事業部、ソリューション事業部及びモバイル事業のモバ

イル事業部を新設分割により設立される株式会社クレオソリューションに、

コンシューマ事業の筆まめサービス事業部を新設分割により設立される株

式会社筆まめにそれぞれ承継いたします。
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　吸収分割に関しては、ＺｅｅＭ事業のＩＣＴサービス事業部を既存子会

社の株式会社クレオネットワークスへ吸収分割により承継させ、自主独立

経営の徹底を図る形となります。（株式会社クレオスマイルは平成23年１

月18日に商号を株式会社クレオネットワークスに変更しております。）

　
⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　記載すべき事項はありません。
　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承
継の状況

　記載すべき事項はありません。
　

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状
況

　記載すべき事項はありません。
　

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

　営業成績および財産の状況の推移は、次のとおりであります。
　 （単位：百万円）

区 分
第35期

(平成19年度)
第36期

(平成20年度)
第37期

(平成21年度)

第38期
当期

(平成22年度)

売 上 高 12,892 12,119 9,518 9,497

経常利益または経常損失(△) 42 △77 82 42

当期純利益または当期純損失
（△） △131 △504 86 △339

１株当たり当期純利益または１
株当たり当期純損失（△）(円) △14.32 △56.48 9.75 △38.31

総 資 産 7,626 6,527 5,758 5,738

純 資 産 4,725 4,168 4,241 3,901

１株当たり純資産額 (円 ) 519.49 468.07 477.95 439.69

（注）１．第36期におきましては、ソフトウェアの前倒償却、のれんの減損損失等により利益が

大幅に減少しております。　

２．当連結会計年度の業績につきましては、「１．企業集団の現況（1）当事業年度の事業

の状況①事業の経過および成果」に記載のとおりであります。
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(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

　

②　重要な子会社の状況（平成23年３月31日現在）

会 社 名 資 本 金
当社の議決
権 比 率

主 要 な 事 業 内 容

 百万円 ％  

株式会社クリエイトラボ 125 100
コンピュータに関する顧客サポート、教育

の受託等

株 式 会 社 ク レ オ

ネットワークス（注）1
50 100

ZeeM製品の既存顧客向け保守営業、サプラ

イ品その他販売等

株 式 会 社 ヒ ュ ー マ ン

・ネットワーク（注）2
50

0

[94]

コンピュータに関する顧客サポート、教育

の受託等

（注）１．株式会社クレオスマイルは平成23年１月18日に商号を株式会社クレオネットワークス

に変更しております。

　　　２．議決権の所有割合欄の下段[　]内数は、間接所有割合であります。

　

③　その他の重要な企業結合の状況

　　重要な資本提携の状況

  ヤフー株式会社は当社の議決権を39.9％所有しており、当社は同社の

持分法適用の関連会社であります。

(4) 対処すべき課題

　当社グループは、経営環境の変化に柔軟に対応できるよう経営の質を充実

させ、収益力の一層の向上を図ってまいります。そのため、次のような課題

を認識し、克服に向け継続的な取組をしてまいります。

１．売上の拡大、営業利益の確保およびコストダウンの推進

　　大型プロジェクト案件の継続的受注、ストックビジネスの強化、既存

顧客との取引拡大、新規顧客の開拓等により、受注・売上の拡大に努め

ます。また、徹底したコスト管理を継続して推進し、経費削減に努めま

す。

２．生産性と品質の向上

　　ソフトウェア受託を中心にＰＭＯ（プロジェクト・マネジメント・オ

フィス）を軸としたプロジェクト管理を強化し、開発技術の標準化や効
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率化を推進し、開発の費用・手段の効率化と製品の品質向上に努めます。

３．技術者の育成と確保

　　技術教育を充実させ、システム開発技術者の育成と開発技術の習得を

進め、より専門性の高い技術者の育成に努めます。

　

(5) 主要な事業内容（平成23年３月31日現在）

部 門 主 要 な 事 業 内 容

システム開発事業

(システムインテグレーションサービス)

企画提案からシステム要件定義、システム設計、プログラ

ム作成、その後の保守までの一貫したサービス、サポート

サービス

(アプリケーション開発)

先進的な業務システムの開発

ＺｅｅＭ事業

人事・給与、会計等のソフトウェアパッケージの開発販売

インターネット会議システム「FACE ConferenceTM」の販売、

プリント・ソリューションの開発販売等

コンシューマサービス事業

毛筆ソフト、電子地図ソフト、ＤＴＰソフト、デジタルカ

メラ画像処理ソフト等のソフトウェアパッケージの開発販

売、筆まめ関連インターネット・サービス

モバイル事業
携帯サイトコンテンツ開発・サービス、自社モバイルソリ

ューションの開発・販売

サポート＆サービス事業 コンピュータに関する顧客サポート、教育の受託等

　

(6) 主要な営業所および工場（平成23年３月31日現在）

①　当社

本社　　　　： 東京都港区

　    名古屋事業所： 愛知県名古屋市

関西事業所　： 大阪府大阪市

　

②　子会社

株式会社クリエイトラボ：東京都品川区

株式会社クレオネットワークス：東京都港区

株式会社ヒューマン･ネットワーク：東京都品川区
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(7) 使用人の状況（平成23年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

922（4）名 38（4）名減

（注）　使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数
で記載しております。

　
②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

578（4）名 61（4）名減 37.7歳 9.3年

（注）  使用人数は就業員数であり、パートおよび嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数
で記載しております。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成23年３月31日現在）

記載すべき事項はありません。

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社は、平成22年12月17日開催の取締役会にて、平成23年４月１日を効

力発生日として、ガバナンス及び株式関係に関する事業を除くすべての事

業を４つの事業会社（新設分割設立会社３社、吸収分割承継会社１社）に

移管する決議を行い、平成23年２月17日の臨時株主総会にて新設分割なら

びに吸収分割に関する承認を頂きました。これによりその他の既存子会社

１社を含む持株会社へ移行することとなりました。

　新設分割に関しては、ＺｅｅＭ事業のトヨタビジネス推進室、プロダク

ト事業部、マーケティング統括部、関西システム事業の関西システム事業

部及び管理本部（ガバナンス及び株式関係に関する事業を除く。）を新設

分割により設立される株式会社クレオマーケティングに、システム開発事

業のシステム開発事業部、ソリューション事業部及びモバイル事業のモバ

イル事業部を新設分割により設立される株式会社クレオソリューションに、

コンシューマ事業の筆まめサービス事業部を新設分割により設立される株

式会社筆まめにそれぞれ承継いたします。
　吸収分割に関しては、ＺｅｅＭ事業のＩＣＴサービス事業部を既存子会

社の株式会社クレオネットワークスへ吸収分割により承継させ、自主独立

経営の徹底を図る形となります。（株式会社クレオスマイルは平成23年１

月18日に商号を株式会社クレオネットワークスに変更しております。）
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２．会社の現況

(1) 株式の状況

（平成23年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 16,000千株

②　発行済株式の総数 9,237千株

③　株主数 1,247名

④　大株主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ヤ フ ー 株 式 会 社 3,500千株 39.4％

ク レ オ 従 業 員 持 株 会 296千株 3.3％

川 畑 種 恭 230千株 2.5％

富 士 通 株 式 会 社 184千株 2.0％

竹 田 和 平 140千株 1.5％

加 賀 美 　 　 　 忍 120千株 1.3％

津 川 貴 史 108千株 1.2％

江 本 英 雄 102千株 1.1％

椎 　 名 　 　 　 博 101千株 1.1％

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 　100千株 1.1％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 　100千株 1.1％

（注）1.当社は、自己株式を372千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。

　 　2.持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成23年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 土 屋 淳 一 最高経営責任者

取 締 役 大 矢 俊 樹 最高財務責任者

取 締 役 林 森 太 郎
ZeeM事業担当執行役員
株式会社クレオネットワークス取締役

取 締 役 鈴 木 良 之 株式会社インテック常務取締役
株式会社インテックシステム研究所代表取締役社長

取 締 役 西 牧 哲 也

ヤフー株式会社執行役員オペレーション統括本部長
株式会社ＩＤＣフロンティア取締役
BBIX株式会社取締役
ヤフーカスタマーリレーションズ株式会社取締役

常 勤 監 査 役 小 池 　 博 株式会社クレオネットワークス監査役

監 査 役 岩 渕 正 紀 ふじ合同法律事務所弁護士

監 査 役 谷  龍 二 中央合同事務所税理士

監 査 役 吉 井 伸 吾 ヤフー株式会社常勤監査役

（注）１．取締役鈴木良之氏および取締役西牧哲也氏は、社外取締役であります。

２．監査役岩渕正紀氏、監査役谷龍二氏および監査役吉井伸吾氏は、社外監査役であり

ます。

３．常勤監査役小池博氏および監査役谷龍二氏は、以下のとおり、財務および会計に関

する相当程度の知見を有しております。

   　 ・常勤監査役小池博氏は、当社の管理部門に平成元年４月から平成18年３月まで在籍

し、通年18年に渡り決算手続き等に従事しておりました。

  　  ・監査役谷龍二氏は、税理士の資格を有しております。

４．当該事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。

    ・平成23年２月17日開催の臨時株主総会において、林森太郎氏は取締役に選任され就

任いたしました。

当事業年度中に退任した取締役

氏 名 退 任 日 退任時の地位 担当および重要な兼職の状況

川 畑 種 恭 平成23年３月31日辞任 取締役会長 株式会社サイオ取締役会長

高 橋 　 武 平成23年３月31日辞任 取締役 システム開発事業担当執行役員
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②　当社は、監査役岩渕正紀氏および監査役谷龍二氏を大阪証券取引所（Ｊ

ＡＳＤＡＱ市場）の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け

出ております。

③　取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

５名
（－）

44百万円
（－）

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

３
     （２）

18
（7）

合 計 ８ 63

（注）１．取締役の報酬限度額は、平成３年6月27日開催の第18回定時株主総会において月額23,000

千円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成３年6月27日開催の第18回定時株主総会において月額2,000

千円以内と決議いただいております。

３．社外取締役については、報酬は支払っておりません。

４．監査役の員数は４名ですが、無支給者が１名いるため支給員数と相違しております。

５．上記のほか、平成18年６月７日の第33回定時株主総会において、役員退職慰労金制度

廃止に伴う打切り支給並びに退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件に基づき、当事

業年度に退任した取締役１名に対し退職慰労金58百万円の支給をしております。

④　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する状況および当社と当

該他の法人等との関係

 ・ 取締役鈴木良之氏は、株式会社インテックの常務取締役を兼務してお

り、当社は株式会社インテックとの間にシステム開発等の取引関係が

あります。

　　さらに、取締役鈴木良之氏は、株式会社インテックシステム研究所の

代表取締役社長を兼務しており、当社は株式会社インテックシステム

研究所との間にシステム開発等の取引関係があります。

 ・ 取締役西牧哲也氏は、当社の大株主であるヤフー株式会社の執行役員

オペレーション統括本部長を兼務しております。なお、当社はヤフー

株式会社との間にシステム開発等の取引関係があります。

　　さらに、取締役西牧哲也氏は、株式会社ＩＤＣフロンティアの取締役

を兼務しており、当社は株式会社ＩＤＣフロンティアとの間にシステ

ム開発等の取引関係があります。

　　同様に取締役西牧哲也氏は、BBIX株式会社、ヤフーカスタマーリレー

ションズ株式会社の取締役を兼務しておりますが、当社との取引関係

はございません。
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ロ．当事業年度における主な活動状況

・ 取締役会および監査役会への出席状況

 

取 締 役 会 監 査 役 会

開 催
回 数

出 席
回 数

出席率
開 催
回 数

出 席
回 数

出席率

取 締 役 鈴 木 良 之 12回 11回 92％ － － －

取 締 役 西 牧 哲 也 12回 10回 83％ － － －

監 査 役 岩 渕 正 紀 12回 12回 100％ 11回 10回 91％

監 査 役 谷  龍 二 12回 13回 100％ 11回 11回 100％

監 査 役 吉 井 伸 吾 12回 7回 58％ 11回 8回 73％

（注）１. 上記の他、書面決議を１回行いました。

　　　　・ 取締役会における発言状況

各社外取締役は、定期的に行われる取締役会に出席し、IT業界および

コンプライアンスの面等から適切な意見、公正な意見の表明を行いま

した。また、各社外監査役は、定期的に行われる取締役会および監査

役会に出席し、必要に応じリーガル面ならびに税務もしくは財務的な

見地から公正な意見の表明を行い取締役会の意思決定の妥当性・適正

性を確保するための助言、提言を行いました。さらに、監査の方法そ

の他の監査役の職務の執行に関する事項についても意見の表明を行う

とともに、経営トップとの定期的な意見交換会を行いました。

ハ．責任限定契約の内容の概要

当社は会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結する

ことができる旨の規定を定款第26条第2項、第34条第2項に設けており、

全ての社外取締役ならびに社外監査役と責任限定契約を締結しており

ます。当該契約においては、その職務を行うにつき善意でありかつ重

大な過失がなかったときの賠償責任額は金1百万円または会社法第425

条第1項に定める最低責任限度額とのいずれか高い額とされております。



2011/05/19 18:14:00 ／ 10728116_株式会社クレオ_招集通知

会計監査人の状況

－ 13 －

(3) 会計監査人の状況

①　名称 監査法人ナカチ

　

②　報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

30百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融

商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的

にも区分できませんので、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額

を記載しております。　

　

③　非監査業務の内容

　該当事項はありません。

　

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会

の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目

的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任

いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集

される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

　

⑤　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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(4) 業務の適正を確保するための体制

　当社は平成23年３月31日現在、下記の体制を整えております。　

　

　当社は、平成18年5月19日開催の取締役会において、業務の適正を確保する

ための体制整備(内部統制システムの構築)に関する基本方針について決議し、

基本方針に則り以下のように業務の適正を確保するための体制を整えてまい

りました。

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確

保するための体制

イ．取締役、執行役員および従業員が企業倫理の観点から準拠すべき価値

観および具体的な行動指針を定めた「企業行動規範」を制定しました。

また、コンプライアンスに関連した社内規則を整備・制定し、遵守して

おります。

ロ．社長を委員長とする「コンプライアンス委員会」を設置し、内部統制

システムの構築・維持・向上を推進しております。その下部組織として

コンプライアンス推進室を設置し、コンプライアンス体制の整備および

維持を図っております。

ハ．社長直轄の業務監査室を設置して内部監査を実施しております。

ニ．公益報告制度として、コンプライアンス推進室長・人事部長・社外の

弁護士の第三者機関等を直接情報受領者とする窓口を設置した「ヘルプ

ライン制度」を制定し運用をしております。

ホ．継続的な周知・教育研修制度として、プロジェクトリーダを中心とし

た内部統制研修会を実施しさらに、イントラネット等を利用した情報開

示やｅ-ラーニング等を利用し社内に周知しております。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　文書管理規定等に基づき、取締役会議事録をはじめとした取締役の職務

執行に係る文書の保管等の取り扱いについて規定し、当該文書類が適切且

つ確実に検索性の高い状態で保管・管理されるよう運用しております。
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③　損失の危険の管理に関する規定その他の体制

イ．取締役会は、企業価値を高め、企業活動の持続的発展を脅かすあらゆ

るリスクに対処すべく、総合的なリスク管理の基本原則を規定し、危機

管理体制を整備し、さらに事業継続案の整備に着手しております。

ロ．リスク管理の実効性を確保するために社長を委員長とする「リスク管

理委員会」を設置いたしました。リスク管理委員会では、リスク管理の

方針策定、リスク評価、リスクに対する予防措置の検討等を行ってまい

ります。

ハ．不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする「緊急対策本部」

を設置して危機管理にあたる体制を整えております。

ニ．社長は、規定に則りリスク管理の状況等について取締役会へ定期的に

報告するようにしております。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

イ．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため取締役会

を月１回(定期)開催するほか、必要に応じて適宜臨時に開催をしており

ます。また、当社の経営方針および経営戦略に関わる重要事項について

は事前に経営会議規定に定めるメンバによって構成される経営会議にお

いて議論を行い、その審議を経て執行決定を行っております。

ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規定、職務権限規

定において、それぞれの責任者およびその責任、執行手続きの詳細につ

いて定めております。

⑤　会社ならびに親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正

を確保するための体制

イ．グループ会社における業務の適正を確保するため、当社は、関係会社

管理規定に従い、当社への決裁・報告制度によるグループ会社経営の管

理を行っております。

ロ．当社は、グループ会社に対し必要に応じてリスク管理およびコンプラ

イアンスに関する事項について助言等を派遣役員を通じて行っておりま

す。

ハ．グループ会社は、当社からの経営管理・経営指導内容が法令に違反し

ているか、コンプライアンス上問題があると疑義を持った場合には、業

務監査室またはコンプライアンス推進室に報告するよう指示しておりま

す。
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ニ．業務監査室は、グループ会社に対する内部監査を実施し、グループ全

体にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保しております。

ホ．監査役は、グループ会社の連結経営に対応したグループ全体の監視・

監査を効果的かつ適正に行えるように会計監査人および業務監査室と緊

密な連携体制を維持しております。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項、また当該使用人の取締役からの独立性に関す

る事項

　現在、監査役の職務を補助すべき使用人は特別設けておりませんが、必

要に応じて、監査役の業務補助のため監査役スタッフを置くこととし、そ

の人事ならびにそのスタッフの取締役からの独立性を確保することについ

ては、取締役と意見交換を行った上で監査役がその決定をすることができ

るようしております。

⑦　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役

に関する体制

イ. 監査役に対する報告体制を整備するため、監査役会で「監査役への報

告等に関する規程」を制定し、適切に運用しております。　

ロ．監査役は、必要に応じていつでも取締役、執行役員および従業員に対

して業務執行に関する事項について報告を求め、重要と思われる会議に

出席し、または書類の提示を求めることができるようにしております。

ハ．取締役、執行役員および従業員は、監査役から業務執行に関する事項

について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行っておりま

す。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．代表取締役は、監査役と定期的に会合を持ち、経営方針や経営課題、

当社を取り巻く重要なリスク、監査役監査の環境整備、監査上の重要な

課題等について意見交換を行っております。

ロ．監査役の必要に応じて、顧問弁護士や税理士その他の外部の専門家に

相談ができる体制を確保しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成23年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

4,852

2,495

1,921

27

232

179

△4

885

154

98

53

0

3

403

353

48

1

327

9

317

流 動 負 債 1,727

買 掛 金 310

短 期 借 入 金 29

未 払 金 499

未 払 法 人 税 等 30

賞 与 引 当 金 246

役 員 賞 与 引 当 金 4

返 品 調 整 引 当 金 80

資 産 除 去 債 務 65

そ の 他 460

固 定 負 債 109

長 期 借 入 金 5

退 職 給 付 引 当 金 5

未 払 役 員 退 職 慰 労 金 33

資 産 除 去 債 務 51

そ の 他 14

負 債 合 計 1,836

（純資産の部） 　　

株 主 資 本 3,897

資 本 金 3,149

資 本 剰 余 金 1,428

利 益 剰 余 金 △557

自 己 株 式 △122

その他の包括利益累計額 0

その他有価証券評価差額金 0

少 数 株 主 持 分 4

純 資 産 合 計 3,901

資 産 合 計 5,738 負 債 純 資 産 合 計 5,738
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連 結 損 益 計 算 書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 9,497

売 上 原 価 6,997

売 上 総 利 益 2,499

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,470

営 業 利 益 29

営 業 外 収 益 21

営 業 外 費 用 7

経 常 利 益 42

特 別 利 益 58

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額 58

そ の 他 0

特 別 損 失 406

固 定 資 産 除 却 損 66

退 職 特 別 加 算 金 157

移 転 費 用 49

減 損 損 失 11

そ の 他 121

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 304

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 23

法 人 税 等 調 整 額 11

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 損 失 △339

少 数 株 主 利 益 0

当 期 純 損 失 △339
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連結株主資本等変動計算書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

（単位：百万円）

 
株主資本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成22年3月31日　残高 3,149 1,428 △218 △122 4,237

連結会計年度中の変動額      

当 期 純 損 失         △339  △339

自 己 株 式 の 取 得   　 △0 △0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の変動額合計 － － △339 △0 △339

平成23年３月31日　残高 3,149 1,428 △557 △122 3,897

 

その他の包括利益累計額

少 数 株 主 持 分 純資産合計その他有価証
券評価差額金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成22年３月31日　残高 0 0 3 4,241

連結会計年度中の変動額     

当 期 純 損 失    △339

自 己 株 式 の 取 得    △0

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額)

△0 △0 0 0

連結会計年度中の変動額合計 △0 △0 0 △339

平成23年３月31日　残高 0 0 4 3,901
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数 ３社

・連結子会社の名称 株式会社クリエイトラボ

株式会社ヒューマン・ネットワーク

株式会社クレオネットワークス

　㈱クレオネットワークスは、当連結会計年度において㈱クレオスマイルから社名変更を

いたしました。

(2) 持分法の適用に関する事項

・持分法を適用していない

関連会社

該当なし

　前期に持分法を適用していない関連会社（㈱サザンクリエイト）は持分の全てを売却し

たことに伴い、持分法を適用していない関連会社から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度と一致しております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券  

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価をもって貸借対照表

価額とし、取得原価との評価差額は全部純資産直入法

により処理しております。（売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

　（リース資産を除く）
定率法(ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物

（附属設備を除く）については定額法)を使用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　3～60年

工具器具備品　　　3～20年

ロ．無形固定資産

　（リース資産を除く）
 

・ソフトウエアパッケージ

開発原価

見積販売数量を基準として販売数量に応じた割合に基

づく償却額と、販売可能期間（３年）に基づく償却額

のいずれか多い金額をもって償却しております。

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

ロ．賞与引当金 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額

を計上しております。

ハ．役員賞与引当金 連結子会社の一部は、役員賞与の支出に備えて、当連

結会計年度における支給見込額を計上しております。

ニ．退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職金支給見込額を計上しております。

なお、退職給付引当金の算定にあたり、簡便法を採用

しております。

また、当期より退職金規程の改訂に伴う制度変更によ

り退職給付引当金戻入益58百万円が発生しております。
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ホ．役員退職慰労引当金 －

＜追加情報＞

当社は、平成18年６月23日開催の定時株主総会終結の

時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、制度廃止ま

での在任期間に応じた役員退職慰労金については、取

締役及び監査役のそれぞれ退任時に支給することとい

たしました。これに伴い、制度廃止までの役員退職慰

労金相当額は、未払役員退職慰労金として固定負債に

計上しております。また、一部の連結子会社は当連結

会計年度において役員退職慰労金制度を廃止し、制度

廃止までの在任期間に応じた役員退職慰労金について

は、取締役及び監査役のそれぞれ退任時に支給するこ

とといたしました。これに伴い、制度廃止までの役員

退職慰労金相当額は、未払役員退職慰労金として固定

負債に計上しております。

ヘ．返品調整引当金 連結会計年度末日後の返品による損失に備え、過去の

返品実績を勘案し返品損失見込額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準

イ．当連結会計年度までに進捗部

分について成果の確実性が認めら

れる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）

ロ．その他の工事 工事完成基準　

⑤　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

イ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

ロ．連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

(5) 会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21

号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ４百万円減少し、税金等調整前当期純損失が、

83百万円増加しております。

（退職給付引当金）

前連結会計年度まで原則法により退職給付の見込額を計上しておりましたが、退職金規程

の改訂に伴う制度変更により退職給付引当金計上の対象となる従業員数が著しく減少したため

簡便法に変更しております。なお、この変更による影響は軽微であります。　
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(6) 表示方法の変更

（連結損益計算書）　

 当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20

年12月26日）に基づき、「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令｣（平成21

年３月27日　平成21年法務省令第７号）を適用し、「少数株主損益調整前当期純損失」の科目

で表示しております。

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 当座貸越に関する事項

　当社においては運転資金の効率的な調達を行う為取引銀行2行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく当連結会計年度末の借入金未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額の総額 500百万円

借入金実行残高 ―百万円

　差引 500百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 308百万円

うち、減損損失累計額 5百万円

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 9,237千株 －千株 －千株 9,237千株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株 式 の 種 類 前連結会計年度末の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 371千株 1千株 －株 372千株

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1千株は、単元未満株式の買取りによるものです。　

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項　

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、事業を行うために必要な資金を主に銀行借入により調達し、一時的な

余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

投資にあたっては、対象の流動性、信用性を勘案し、企業本来の目的を逸脱しない範囲

に限定しております。また信用取引、債権先物取引及び商品先物取引等を行わない方針で

す。　
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②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有

価証券は、主に、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れております。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。借入金は

主に営業取引に係る資金調達であります。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　受取手形及び売掛金（営業債権）について、販売管理要領に基づき、取引開始時におけ

る与信調査、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、取引先の状況を定期的に

モニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

連結子会社についても、当社の販売管理要領に準じて、同様の管理を行っております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社の各事業部からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。連結子会社において

当社に準じて同様の管理を行っております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでい

るため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません（（注）２．参照）。

　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 2,495百万円 2,495百万円 －百万円

（2）受取手形及び売掛金 1,921 1,921 －

（3）投資有価証券             

その他投資有価証券 0 0 －

資 産 計 4,418 4,418 －

（1）買掛金 310 310 －

（2）短期借入金（※） 20 20 －

（3）未払金 499 499 －

（4）未払法人税等 30 30 －

（5）長期借入金（※） 15 14 0

負 債 計 875 875 0

（※）長期借入金の支払期日が１年以内になったことにより短期借入金に計上されたものについ

ては、本表では長期借入金として表示しております。　

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

 資　産

(1）現金及び預金　(2）受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

(3）投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

負　債

(1）買掛金　(2）短期借入金　(3）未払金　(4）未払法人税等

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

(5）長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（百万円）　

非 上 場 株 式 8

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることか

ら、「資産（3）投資有価証券」には含めておりません。

３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　 １年以内
（百万円）　

１年超５年以内
（百万円）

５年超10年以内
（百万円）

１０年超
（百万円）

（1）現金及び預金 2,495 － － －

（2）受取手形及び売掛金 1,921 － － －

合 計 4,417 － － －

　　　

５．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 439円69銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △38円31銭

　

６．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要

本社及び事業所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を１～38年と見積り、割引率は2.1～2.2％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。

ハ．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 64百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 12百万円

時の経過による調整額 1百万円

見積の変更による増減額（△は減少） 37百万円

期末残高 116百万円

（注）当連結会計年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平

成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しているため、前連結会計年度の末日に

おける残高に代えて、当連結会計年度の期首における残高を記載しております。　
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貸　借　対　照　表

（平成23年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部）  （負債の部）  

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

未 収 入 金

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

そ の 他

3,782

1,772

0

1,615

27

214

52

99

2

△4

1,386

129

81

44

0

3

345

345

0

910

7

614

280

7

流 動 負 債 1,330

買 掛 金 271

未 払 金 433

未 払 法 人 税 等 24

未 払 事 業 所 税 11

未 払 消 費 税 等 72

未 払 費 用 124

前 受 金 19

預 り 金 20

前 受 収 益 105

リ ー ス 債 務 3

賞 与 引 当 金 100

返 品 調 整 引 当 金 80

資 産 除 去 債 務 65

固 定 負 債 66

未 払 役 員 退 職 慰 労 金 5

退 職 給 付 引 当 金 5

繰 延 税 金 負 債 11

資 産 除 去 債 務 43

そ の 他 0

負 債 合 計 1,397

 （純資産の部）  

株 主 資 本 3,770

資 本 金 3,149

資 本 剰 余 金 1,428

そ の 他 資 本 剰 余 金 1,428

利 益 剰 余 金 △684

そ の 他 利 益 剰 余 金 △684

繰 越 利 益 剰 余 金 △684

自 己 株 式 △122

評 価 ・ 換 算 差 額 等 0

その他有価証券評価差額金 0

純 資 産 合 計 3,770

資 産 合 計 5,168 負 債 純 資 産 合 計 5,168
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損　益　計　算　書

（平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで）

 （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 7,358

売 上 原 価 5,226

売 上 総 利 益 2,132

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,120

営 業 利 益 11

営 業 外 収 益 24

営 業 外 費 用 5

経 常 利 益 30

特 別 利 益 58

退 職 給 付 引 当 金 戻 入 額 58

そ の 他 0

特 別 損 失 402

固 定 資 産 除 却 損 66

退 職 特 別 加 算 金 157

移 転 費 用 49

減 損 損 失 11

そ の 他 118

税 引 前 当 期 純 損 失 △314

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 △11

法 人 税 等 調 整 額 11

当 期 純 損 失 △314
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株主資本等変動計算書

（ 平成22年４月１日から
平成23年３月31日まで ）

（単位：百万円）

 

株主資本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合 計

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金

利益剰余金
合 計

繰越利益
剰 余 金

平成22年３月31日　残高 3,149 787 640 1,428 △370 △370 △122 4,084

事 業 年 度 中 の 変 動 額         

当 期 純 損 失     △314 △314  △314

資 本 準 備 金 の 取 崩  △787 787 －       －

自 己 株 式 の 取 得       △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

            

事業年度中の変動額合計 － △787 787 － △314 △314 △0 △314

平成23年３月31日　残高 3,149 － 1,428 1,428 △684 △684 △122 3,770

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

平成22年３月31日　残高 0 0 4,085

事 業 年 度 中 の 変 動 額    

当 期 純 損 失   △314

資 本 準 備 金 の 取 崩   －

自 己 株 式 の 取 得   △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額(純額)

△0 △0 △0

事業年度中の変動額合計 △0 △0 △314

平成23年３月31日　残高 0 0 3,770
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価をもって貸借対照表

価額とし、取得原価との評価差額は全部純資産直入法

により処理しております。（売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・製品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設備を除く）については定

額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 3～60年

構築物 20年

工具器具備品 3～20年

②　無形固定資産

　　（リース資産を除く）

ソフトウエア 　

・ソフトウエアパッケージ

開発原価

見積販売数量を基準として販売数量に応じた割合に基

づく償却額と、販売可能期間（３年）に基づく償却額

のいずれか多い金額をもって償却しております。

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。
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③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込額

を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職金支給見込額を計上しております。

なお、退職給付引当金の算定にあたり、簡便法を採用

しております。

また、当期より退職金規程の改訂に伴う制度変更によ

り退職給付引当金戻入益58百万円が発生しております。

④　役員退職慰労引当金 ＜追加情報＞

当社は、平成18年６月23日開催の定時株主総会終結

の時をもって役員退職慰労金制度を廃止し、制度廃止

までの在任期間に応じた役員退職慰労金については、

取締役及び監査役のそれぞれ退任時に支給することと

いたしました。これに伴い、制度廃止までの役員退職

慰労金相当額は、未払役員退職慰労金として固定負債

に計上しております。

⑤　返品調整引当金 事業年度末日後の返品による損失に備え、過去の返品

実績を勘案し返品損失見込額を計上しております。　

(4) 収益及び費用の計上基準

①　当事業年度末までに進捗部分

について成果の確実性が認め

られる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積は原価比例法）

②　その他の工事 工事完成基準
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(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

①　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

②　連結納税制度の適用 連結納税制度を適用しております。

(6) 会計方針の変更 

（資産除去債務に関する会計基準の適用）

 当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　

平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益がそれぞれ４百万円減少し、税引前当期純損失が、79百

万円増加しております。　

（退職給付会計）

前事業年度まで原則法により退職給付の見込額を計上しておりましたが、退職金規程　　

の改訂に伴う制度変更により退職給付引当金計上の対象となる従業員数が著しく減少したため

簡便法に変更しております。なお、この変更による影響は軽微であります。　

２．貸借対照表に関する注記

(1) 当座貸越に関する事項

当社においては運転資金の効率的な調達を行う為取引銀行2行と当座貸越契約を締結して

おります。これらの契約に基づく当事業年度末の借入金未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額の総額 500百万円

借入金実行残高 ―百万円

　差引 500百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 239百万円

うち、減損損失累計額 5百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

（区分表示したものは除く）

①　短期金銭債権 422百万円

②　短期金銭債務 60百万円
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３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 　　

①  売上高 1,500百万円

②　仕入等 564百万円

③　営業取引以外の取引高 7百万円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 前事業年度末の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 371千株 1千株 －千株 372千株

（注）自己株式の数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによるものです。
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５．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

①流動の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

繰延税金資産  

賞与引当金 40

未払社会保険料 5

未払事業税 5

未払事業所税 4

棚卸資産評価減 7

返品調整引当金 32

その他 45

繰延税金資産小計 142

  評価性引当額 △142

繰延税金資産合計 0

繰延税金負債 　

　仕掛品の原価算入の交際費否認 0

繰延税金負債合計 0

繰延税金資産純額 －

②固定の部

繰延税金資産  

株式評価損 6

ソフトウェア評価減 60

退職給付引当金 2

繰越欠損金 1,055

資産除去債務 44

固定資産除去損 24

その他 28

繰延税金資産小計 1,221

評価性引当額 △1,221

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債 　

有形固定資産 10

　その他有価証券評価差額金 0

繰延税金負債合計 10

繰延税金負債純額 10
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　①　リース資産の内容

　有形固定資産

　ＺｅｅＭ事業における生産設備（工具器具備品）であります。

　②　リース資産の減価償却の方法

　重要な会計方針に係る事項「(2)固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３

月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ており、その内容は次のとおりであります。

(1) 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

建 物 5百万円 2百万円 2百万円

(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額

未経過リース料期末残高相当額

１年内 0百万円

１年超 2百万円

合計 3百万円

(3) 上記のほか、当該リース物件に係る重要な事項

　該当事項はありません。
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名 称

資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

法人主
要株主

ヤフー㈱ 7,925

インターネット上
の広告事業、ブロ
ードバンド関連事
業、オークション
事 業 等

直 接
( 3 9 . 9 )

システム開発業
務 の 受 託 等
役員の兼任　

システム開
発業務の受
託

1,488 売掛金 393

製品の販売 9 売掛金 1

商品の販売 3 － －

コンシュー
マ事業のロ
イヤリティ

41 買掛金 5

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社と関連のない他の当事者と同様の条件によっております。

（注２）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

(2) 子会社等

種類
会社等の
名 称

資本金又
は出資金
(百万円)

事 業 の 内 容
又 は 職 業

議 決 権 等
の 所 有
( 被 所 有 )
割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)

子会社
㈱クリエ
イトラボ

125

コンピュータ
に関する顧客
サ ポ ー ト 、
教育の受託等

直 接
( 1 0 0 . 0 )

システム開発業
務 の 受 託 等
役員の兼任　

システム開
発業務の受
託 等

398

未収入金

買掛金

未払金

24

47

1

配 当 金
の 受 取

 6  －  －

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当社と関連のない他の当事者と同様の条件によっております。

（注２）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま

す。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 425円38銭

(2) １株当たり当期純損失（△） △35円42銭
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９．重要な後発事象に関する注記

　新設分割および吸収分割による持株会社体制への移行

　当社は事業構造改革の一環として、①事業ごとの責任と権限の明確化、②スピード経営・自主

独立経営の徹底、③各業種・業態に最適な経営体制の確立、④変化に対応出来る柔軟な経営体制

の確立を実現し、より強固な経営基盤の確立並びに成長促進を図る為に、平成23年４月１日をも

って持株会社体制へ移行いたしました。

　（1）会社分割後の状況　

　商号 株式会社クレオ　

　主な事業内容
株式の保有を通じてのグループ会社管理およ
びグループの経営戦略策定・推進　

　資本金の額　 3,149百万円　

　資産の額 4,248百万円　

　負債の額 482百万円

　従業員数 1名　

　

　（2）新設分割設立会社（効力発生日　平成23年4月1日）

　商号 株式会社クレオマーケティング　

　承継した事業の内容
ZeeM/CBMS製品等の基幹系業務ソフトウェアの
提供　

　資本金の額 100百万円　

　その他資本剰余金の額 200百万円　

　資産の額 566百万円　

　負債の額 266百万円　

　従業員数 189名
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　商号 株式会社クレオソリューション

　承継した事業の内容
システムやネットワークの構築から、各種業
務アプリケーションの開発

　資本金の額 100百万円　

　資産の額 312百万円　

　負債の額 212百万円　

　従業員数 282名

　

　商号 株式会社筆まめ　

　承継した事業の内容
はがき・住所録ソフト「筆まめ」をはじめと
したソフトウェア製品の企画・開発・販売　

　資本金の額 100百万円　

　資産の額 459百万円　

　負債の額 359百万円　

　従業員数 49名　

　

　（3）吸収分割承継会社（効力発生日　平成23年4月1日）　

　商号 株式会社クレオネットワークス　

　承継した事業の内容
ＩＣＴ基盤サービスプラットフォームとＷｅ
ｂＴｏＰｒｉｎｔプラットフォームの提供

　増加した資本金の額 50百万円　

　承継した資産の額 127百万円　

　承継した負債の額 77百万円　

　従業員数 47名
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10．資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要

本社及び事業所の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を１～38年と見積り、割引率は2.1～2.2％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。

ハ．当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高（注） 56百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 12百万円

時の経過による調整額 1百万円

見積の変更による増減額（△は減少） 37百万円

期末残高 108百万円

（注）当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号　平成20年３月31日）を適用しているため、前事業年度の末日における残

高に代えて、当事業年度の期首における残高を記載しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平 成 2 3 年 5 月 1 7 日 

 株 式 会 社 ク レ オ  

 取　締　役　会　　御中  

 監査法人　ナカチ  

 

代表社員   

業務執行社員 公認会計士 安  藤  算  浩　
代表社員   

業務執行社員 公認会計士 平  田 　   卓  
　

 

 　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社クレオの平成２２年４月

１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。この

連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行

った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的

な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方

針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算

書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、株式会社クレオ及び連結子会社から成る企業集団の当該連結計算書類に

係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平 成 2 3 年 5 月 1 7 日 

 株 式 会 社 ク レ オ  

 取　締　役　会　　御中  

 監査法人　ナカチ  

 

代表社員   

業務執行社員 公認会計士 安  藤　算  浩　
代表社員   

業務執行社員 公認会計士 平  田      卓  
　

 

 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社クレオの平成22年4

月1日から平成23年3月31日までの第38期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。こ

の計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体

としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及

び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
追記情報

　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は、新設分割および吸収分割の

方法により、平成23年4月1日をもって持株会社体制へ移行した。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成22年4月1日から平成23年3月31日までの第38期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１.監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい

て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査計画等に

従い、取締役、業務監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集

及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席

し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に

おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載され

ている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法

施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の

内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につい

て、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社につい

ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要

に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事

業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して

いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

｢職務の執行が適正に行われることを確保するための体制｣（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。　
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の

状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に

違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の執行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人 監査法人ナカチの監査の方法および結果は相当であると認

めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人 監査法人ナカチの監査の方法および結果は相当であると認

めます。

　

 

    平成23年5月17日  
 株式会社　ク　レ　オ　監査役会  

 

常勤監査役 小 池 　 博 

社外監査役 岩 渕 正 紀 

社外監査役 谷 郶 龍 二 

社外監査役 吉 井 伸 吾 

 

以　上
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株主総会参考書類

　

第１号議案　剰余金の処分の件

　当期の繰越利益剰余金の欠損を補填するため、以下のとおりその他資本剰余金

を一部取り崩したいと存じます。

　なお、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、第38期の期末配当につきま

しては、見送りとさせていただきたく存じます。

　①　減少する剰余金の項目およびその額

　　　その他資本剰余金　　684,605,735円

　②　増加する剰余金の項目およびその額

　　　繰越利益剰余金　　　684,605,735円
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第２号議案　取締役５名選任の件

　取締役（５名）は、全員本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま

しては、取締役５名の選任をお願いするものであります。

  取締役候補者は次の通りであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社の株式数

１
つち

土
や

屋 　
じゅん

淳
いち

一
(昭和28年６月10日生)

昭和51年４月 当社 入社
平成元年４月 当社 ﾊﾟｿｺﾝ事業本部 ﾃｸﾆｶﾙｻｰﾋﾞｽ部長
平成２年10月 当社 総務部長
平成11年４月 当社 技術研究室長
平成14年４月 当社 IT推進室長
平成16年４月 当社 経営企画室長
平成16年９月 当社 執行役員経営企画室長
平成16年12月 当社 常務執行役員経営企画室長
平成17年６月 当社 取締役 兼 常務執行役員経営企画

室長
平成18年６月 当社 代表取締役社長 兼 最高経営責任

者
平成23年４月 当社 代表取締役会長（現任）
平成23年４月 株式会社ｸﾚｵﾈｯﾄﾜｰｸｽ 代表取締役社長

（現任）

31,000株

２
おお

大
や

矢 　
とし

俊
き

樹
(昭和44年12月16日生)

平成４年４月 監査法人ﾄｰﾏﾂ 入社
平成６年３月 公認会計士登録
平成11年10月 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ｲﾝﾍﾞｽﾄﾒﾝﾄ株式会社(現SBIｲﾝﾍﾞ

ｽﾄﾒﾝﾄ株式会社) 入社
平成15年２月 ﾔﾌｰ株式会社 入社
平成16年１月 同社 社長室 事業戦略室長
平成17年４月 同社 経営企画本部 事業戦略室長
平成17年６月 当社 取締役
平成18年４月 ﾔﾌｰ株式会社 経営企画本部
平成18年６月 当社 取締役 兼 最高財務責任者
平成21年９月 ﾔﾌｰ株式会社 R&D統括本部統括本部 企

画室長
平成23年４月 当社 代表取締役社長（現任）
平成23年４月 株式会社ｸﾚｵﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 取締役（現任）

12,000株

３
はやし

林 　
しん

森
た

太
ろう

郎
(昭和35年12月４日生)

昭和60年５月 当社 入社
平成９年４月 当社 ｵｰﾌﾟﾝﾋﾞｼﾞﾈｽ事業部 ｵｰﾌﾟﾝｼｽﾃﾑ部

部長
平成18年７月 当社 ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ事業部 開発部 部長
平成19年４月 当社 ﾌﾟﾛﾀﾞｸﾄ事業部 事業部長
平成21年４月 当社 ZeeM事業担当 執行役員

株式会社ｸﾚｵｽﾏｲﾙ(現株式会社ｸﾚｵﾈｯﾄﾜｰｸ
ｽ)代表取締役社長

平成22年４月 同社 取締役（現任）
平成22年７月 当社 経営企画室 室長
平成23年２月 当社 取締役（現任)
平成23年４月 株式会社ｸﾚｵﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ 代表取締役社長

（現任)

　3,100株
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する
当社の株式数

４
にし

西
まき

牧 　
てつ

哲
や

也
(昭和35年３月20日生)

昭和63年７月 株式会社日本ﾃﾞｰﾀﾈｯﾄ(現ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ株式会
社) 入社

平成５年４月 ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ技研株式会社(現ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ･ﾃｸﾉﾛ
ｼﾞｰ株式会社) 取締役

平成７年８月 ｹﾞｰﾑﾊﾞﾝｸ株式会社 取締役副社長
平成11年２月 ﾌﾞﾛｰﾄﾞｷｬｽﾄ･ｺﾑ株式会社 代表取締役
平成12年７月 ﾔﾌｰ株式会社入社 開発部長
平成14年１月 同社 Yahoo ! BB事業部長
平成16年１月 同社 ｼｽﾃﾑ統括部長
平成16年12月 ﾌｧｰｽﾄｻｰﾊﾞ株式会社 取締役
平成18年４月 ﾔﾌｰ株式会社 最高技術責任者(CTO)
平成21年４月 同社 執行役員 ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ統括本部長（現

任)
株式会社IDCﾌﾛﾝﾃｨｱ 取締役(現任)

平成21年６月 当社 取締役（現任）
BBIX株式会社 取締役（現任）

平成22年６月 ﾔﾌｰｶｽﾀﾏｰﾘﾚｰｼｮﾝｽﾞ株式会社 取締役（現
任）

　－株

５
すず

鈴
き

木 　
よし

良
ゆき

之
(昭和27年５月25日生)

昭和50年４月 株式会社ｲﾝﾃｯｸ 入社
昭和63年11月 同社 企画部主査INTEC AMERICA INC.ﾆｭ

ｰﾖｰｸ駐在員事務所
平成７年４月 同社 通信営業部長
平成11年４月 株式会社ｲﾝﾃｯｸｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 企画部長
平成15年４月 同社 取締役 総務・営業部門担当企画

部長
平成16年10月 同社 取締役 総務・企画・営業部門担

当
平成17年１月 株式会社ｲﾝﾃｯｸ 執行役員 企画担当
平成17年４月 同社 執行役員 技術･営業統括本部副本

部長
平成18年４月 同社 執行役員ﾕﾋﾞｷﾀｽｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部長
平成19年４月 同社 執行役員 ﾈｯﾄﾜｰｸ＆ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ事業

本部長 ﾕﾋﾞｷﾀｽｿﾘｭｰｼｮﾝ事業部長
平成19年６月 同社 執行役員常務 ﾈｯﾄﾜｰｸ＆ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ

事業本部長
平成20年４月 同社 執行役員常務 技術本部長、情報ｾ

ｷｭﾘﾃｨ･個人情報保護担当（現任）
平成20年６月 当社 取締役（現任）
平成21年６月 株式会社ｲﾝﾃｯｸ 常務取締役
平成22年４月 同社 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業部担当、ITﾌﾟﾗｯﾄﾌｫ

ｰﾑｻｰﾋﾞｽ事業部担当、ｸﾗｳﾄﾞﾋﾞｼﾞﾈｽ推進
室担当、技術本部長株式会社

ｲﾝﾃｯｸｼｽﾃﾑ研究所 代表取締役社長　
平成23年４月 株式会社ｲﾝﾃｯｸ 専務取締役、経営管理

部担当、情報ｼｽﾃﾑ部担当、事業推進本
部担当、東京業務部担当（現任）

　－株
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（注）１．各候補者と会社との間には特別の利害関係はありません。

２．取締役候補者西牧哲也氏および鈴木良之氏は、社外取締役候補者であります。

３．取締役候補者西牧哲也氏および鈴木良之氏両名を社外取締役候補者とした理由は、

当業界における豊富な経験を有しており、これらの知識と経験から、当社の意思決

定過程において適切な助言・提言をしていただけるものと判断したためです。

４．取締役候補者西牧哲也氏および鈴木良之氏は、現在、当社の社外取締役であります

が、社外取締役としての在任期間は、本総会終結の時をもって西牧哲也氏は２年、

鈴木良之氏は３年となります。

５．取締役候補者西牧哲也氏は、ヤフー株式会社の執行役員であり、ヤフー株式会社と

当社とは資本提携ならびに業務提携をしております。

６．取締役候補者鈴木良之氏は、株式会社インテックの専務取締役であり、株式会社イ

ンテックホールディングスと当社とは業務提携をしております。

７．当社は、西牧哲也氏および鈴木良之氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、

同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に

おいては、その職務を行うにつき善意でありかつ重大な過失がなかったときの賠償

責任額は金1百万円または会社法第425条第1項に定める最低責任限度額とのいずれか

高い額としており、西牧哲也氏および鈴木良之氏の再任が承認された場合には、同

氏との間で当該契約を継続する予定であります。

以　上
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〔交通〕
●ＪＲ「品川」駅（高輪口）または京浜急行「品川」駅下車
徒歩：約８分

●都営地下鉄浅草線「泉岳寺駅」下車
徒歩：約９分

　
お願い：当日は会場周辺道路および駐車場の混雑が予想されます

ので、お車でのご来場はご遠慮願います。

　
　




